
静岡市ＰＰＰ／ＰＦＩ導入優先的検討指針

令和５年５月 

（第７版） 



＜はじめに＞ 

本市の公共施設は、人口が急増した昭和 40～50 年代をピークに、その後のバブル経済期にかけ

て、その多くが整備されてきました。しかし、現在では市民ニーズや社会構造の変化に加え、施設

自体の老朽化が進み、今後、一斉に大規模改修や建替え等が必要となり、そのために多額の費用が

かかることが見込まれています。 

この課題を解決していくため、本市では、「健全で持続可能な都市経営の実現」を目指して「静

岡市アセットマネジメント基本方針」を策定し、全庁一丸となって取り組んでいます。 

また、「静岡市行財政改革推進大綱」では、「行政と民間の役割分担・協働による行政経営」を理

念として掲げ、「役割分担による公共サービスの提供」「経営資源の有効活用」「多様性と創造性に

あふれた市民本位のまちづくり」の３つの基本方針を柱とした、市民満足度の高い都市経営の実現

を目指しています。 

これらを踏まえ、本市では、効率的かつ効果的な公共施設等の整備等を進めるとともに、新たな

事業機会の創出や民間投資の喚起による経済成長を実現していくために、民間の資金、経営能力及

び技術的能力の活用を図るべく、多様なＰＰＰ／ＰＦＩ導入を従来手法に優先して検討することと

し、当該検討に必要な事項を定めた「静岡市ＰＰＰ／ＰＦＩ導入優先的検討指針」（以下「本指針」

という。）を策定しました。 

本市では今後、「行政と民間の役割分担・協働による行政経営」を目指し、本指針を活用した最

適な手法の検討を行っていきます。 

平成 29 年７月 

＜改訂履歴＞ 

・第１版：平成 29 年７月 11 日 ・第４版：令和４年４月１日 ・第７版：令和５年５月 26 日

・第２版：令和２年４月１日 ・第５版：令和４年９月１日  

・第３版：令和３年４月１日 ・第６版：令和５年３月 31 日  

＜静岡市ＰＦＩガイドラインとの関係＞ 

静岡市ＰＰＰ／ＰＦＩ導入優先的検討指針

【優先的検討に必要な事項】 

静岡市ＰＦＩガイドライン 

【ＰＦＩの実務的な手続き】 

Step 1 ＰＰＰ／ＰＦＩ導入の検討 

Step 1 ＰＦＩ導入候補事業の検討 Step 2 簡易な検討 

Step 3 簡易な検討結果の公表 

Step 4 詳細な検討（※） 

Step 2 ＰＦＩ導入可能性調査 Step 5 ＰＰＰ／ＰＦＩ導入の決定（※）

Step 6 詳細な検討結果の公表 

Step 3 実施方針及び要求水準書案の策定・公表

Step 4 特定事業の選定・公表、債務負担行為の設定

Step 5 民間事業者の募集・選定 

Step 6 契約締結、直接協定 

Step 7 事業の実施とモニタリング 

Step 8 ＰＦＩ事業終了 

（※）静岡市ＰＦＩガイドラインを参照 
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１ 総則 

（１）目的 

本指針は、公共施設等の整備等に多様なＰＰＰ／ＰＦＩを導入するための優先的検討を行うにあたり、

必要な事項を定めています。 

多様なＰＰＰ／ＰＦＩを導入する目的は次のとおりです。 

① 新たな事業機会の創出や民間投資の喚起を図り、効率的かつ効果的に公共施設等の整備等を行う。 

② 低廉かつ良好なサービスを市民に提供することで、地域の課題解決に資する。 

③ 財政収入の向上に貢献し、地域経済の健全な発展に寄与する。 

（２）用語の定義 

本指針における用語の定義は、次のとおりです。 

用語 定義 

① ＰＰＰ 公共施設等の建設、維持管理、運営等を行政と民間が連携して行うことによ

り、民間の創意工夫等を活用し、財政資金の効率的使用や行政の効率化等を図る

ものであり、指定管理者制度や包括的民間委託、ＰＦＩなど、様々な方式があり

ます。（ＰＰＰ：Public Private Partnership） 

本指針では、ＰＰＰのうちＰＦＩ、ＤＢＯ方式、ＤＢ方式、リース方式を対象

とします。なお、多様な公民連携手法が今後、新たに生まれることを考慮し、そ

の他のＰＰＰの導入は本指針によらず、各事業手法の指針等にしたがい検討す

ることとします。

② ＰＦＩ法 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律 

（平成11年法律第117号）

③ ＰＦＩ ＰＦＩ法に基づき、公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営

能力及び技術的能力を活用して行う手法です。（ＰＦＩ：Private Finance 

Initiative） 

本指針では、ＰＦＩのうちＢＴＯ方式、ＢＯＴ方式、ＢＯＯ方式、ＲＯ方式、

ＢＴ方式、コンセッション（公共施設等運営権）方式を対象とします。

④ ＰＰＰ／ＰＦＩ 本指針では、「① ＰＰＰ」「③ ＰＦＩ」に示した、優先的検討の対象とする事

業手法をいいます。 

⑤ 優先的検討 本指針に基づき、公共施設等の整備等の方針を検討するにあたって、多様なＰ

ＰＰ／ＰＦＩの導入を、自ら公共施設等の整備等を行う従来型手法より優先し

て検討することをいいます。

⑥ 公共施設等 ＰＦＩ法第２条第１項（※）に規定する公共施設等をいいます。 

（※）ＰＦＩ法第２条第１項 

第二条 この法律において「公共施設等」とは、次に掲げる施設（設備を含む。）

をいう。  

一 道路、鉄道、港湾、空港、河川、公園、水道、下水道、工業用水道その

他の公共施設 

二 庁舎、宿舎その他の公用施設 

三 教育文化施設、スポーツ施設、集会施設、廃棄物処理施設、医療施設、

社会福祉施設、更生保護施設、駐車場、地下街その他の公益的施設及び賃

貸住宅 

四 情報通信施設、熱供給施設、新エネルギー施設、リサイクル施設（廃棄

物処理施設を除く。）、観光施設及び研究施設 

五 船舶、航空機その他の輸送施設及び人工衛星（これらの施設の運行に必

要な施設を含む。） 

六 前各号に掲げる施設に準ずる施設として政令で定めるもの 
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用語 定義 

⑦ 整備等 建設、製造、改修、維持管理若しくは運営又はこれらに関する企画をいい、市

民に対するサービスの提供を含みます。

⑧ 運営等 運営及び維持管理並びにこれらに関する企画をいい、市民に対するサービス

の提供を含みます。 

⑨ 利用料金 公共施設等の利用に係る料金をいいます。 

（３）対象とするＰＰＰ／ＰＦＩ 

本指針の対象とするＰＰＰ／ＰＦＩは、次のとおりです。 

公

共

施

設

等

の

整

備

等

① 民間事業者が公共施設等の

設計及び整備等を担う手法 

ＰＦＩ 

●ＢＴＯ方式 

（建設Build ⇒ 移転Transfer ⇒ 運営等Operate）

●ＢＯＴ方式 

（建設Build ⇒ 運営等Operate ⇒ 移転Transfer）

●ＢＯＯ方式 

（建設Build ⇒ 所有Own ⇒ 運営等Operate）  

●ＲＯ方式 

（改修Rehabilitate ⇒ 運営等Operate） 

●ＤＢＯ方式（設計Design ⇒ 建設Build ⇒ 運営等Operate）

② 民間事業者が公共施設等の

設計及び建設、製造又は改修

を担う手法（維持管理・運営

を含まない手法） 

ＰＦＩ ●ＢＴ方式（建設Build ⇒ 移転Transfer） 

●ＤＢ方式（設計Design ⇒ 建設Build） 

●リース方式 （民間建設借上方式） 

③ 民間事業者が公共施設等の

運営等を担う手法 
ＰＦＩ ●コンセッション（公共施設等運営権）方式 

２ 公共施設等の整備等 

（１）優先的検討の開始時期 

公共施設等の整備等の構想・計画や、運営等の見直し、集約化又は複合化等を検討する段階で、優先

的検討を行います。優先的検討の結果は、単に事業手法だけではなく、静岡市総合計画（実施計画）に

係る事業提案や、予算要求の内容に影響するため、事業担当課は事前にアセットマネジメント推進課へ

確認のうえ、優先的検討の開始時期を決定します。 

（２）優先的検討の対象とする事業 

① 対象事業

優先的検討の対象とする事業は、次のとおりです。 

対

象

事

業

事業分野 事業規模 

１（２）⑥～⑦に該当する事業のうち、次のいずれかに

該当するもの 

ア 建築物又はプラントの整備等に関する事業 

イ 利用料金の徴収を行う事業 

ウ ア、イのほか、民間事業者の資金、経営能力及び技

術的能力を活用する効果が認められる事業（※） 

（※）事業所管課とアセットマネジメント推進課におい

て、対象要件を満たす事業であるか検討します。 

事業費の総額が10億円以上（事業期

間を 15 年間と仮定した場合、企画段

階、建設段階、維持管理・運営段階等

の事業全体を通じた経費の総額）の事

業を対象とします。 

ただし、市が優先的検討を要すると

判断した事業については、事業規模に

関わらず対象とします。 
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② 対象事業の例外

「① 対象事業」のうち、次に該当する事業は、優先的検討の対象から除きます。 

ア 民間事業者が実施することが法的に制限されている事業 

イ 災害復旧事業等、緊急に実施する必要がある事業 

ウ 設備又は機器の更新のみを目的とする改修事業 

（３）最適な事業手法の選択 

優先的検討の対象とする事業について、次のフローを参考に、当該事業の期間、特性、規模等を踏ま

え、多様なＰＰＰ／ＰＦＩから最適な事業手法を選択します。 

Step 1-1 ＰＰＰ／ＰＦＩ導入の検討（施設整備における民間の創意工夫の余地） 

事業所管課とアセットマネジメント推進課において、施設整備（建設・改修等）における民間の創意

工夫の余地があるか、次の要素を参考に検討します。 

・同種の事業や施設におけるＰＰＰ／ＰＦＩの実績（他都市を含む）

・スケジュール、資金調達等における制約の有無

Step 1-2 ＰＰＰ／ＰＦＩ導入の検討（維持管理・運営における民間の創意工夫の余地） 

事業所管課とアセットマネジメント推進課において、維持管理・運営における民間の創意工夫の余地

があるか、次の要素を参考に検討します。 

・委託又は指定管理者制度を採用する可能性

ＰＰＰ／ＰＦＩ導入

可能性あり

ＰＰＰ／ＰＦＩ導入

可能性なし

１（３）「対象とするＰＰＰ／ＰＦＩ」を参考に、事業に適した事業手法を選択

１（３）に掲げる

事業手法を検討

１（３）以外の

事業手法を検討

各事業手法の指針等にしたがい、ＰＰＰの導入を検討

Step 2-1 簡易な検討（簡易評価） 

事業所管課及びアセットマネジメント推進課において、簡易な検討（簡易評価）を実施します。

（１）事業所管課による評価

事業所管課は、アセットマネジメント推進課との事前協議を行いながら、次の書類の作成に

より簡易評価を行った後、アセットマネジメント推進課へ提出します。 

・「ＰＰＰ／ＰＦＩ優先的検討に係る簡易評価について」（様式第１号）

・「ＰＰＰ／ＰＦＩ簡易評価調書」（様式第２号）

・「ＰＰＰ／ＰＦＩ簡易定量評価調書記載の根拠」（様式第３号）

・「簡易な検討の計算表」（様式第４号）

なお、複数の事業手法を選択した場合には、各手法について簡易評価を行います。 

（２）アセットマネジメント推進課による評価

アセットマネジメント推進課は、事業所管課による簡易評価結果を踏まえ、選択された事業

手法の導入の可能性を評価し、「ＰＰＰ／ＰＦＩ優先的検討に係る簡易評価結果について（様式

第５号）」により、評価結果を事業所管課へ通知します。 
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Step 2-2 簡易な検討（重要政策副市長協議）  

事業所管課は、簡易評価結果及び、選択した事業手法について、企画課、財政課に事前協議をし

た上で、重要政策副市長協議（企画局長、財政局長、アセットマネジメント推進課が同席）へ付議

します。 

ＰＰＰ／ＰＦＩ導入

適性あり

ＰＰＰ／ＰＦＩ導入

適性なし

従来型手法を採用 

Step 3 簡易な検討結果の公表 

従来型手法を採用する場合のみ、アセットマネジメント推進課

は、対象事業においてＰＰＰ／ＰＦＩを導入しない旨を、市ホー

ムページ上で公表します。

Step 4-1 詳細な検討（予算要求・予算措置） 

事業所管課は、ＰＦＩ導入可能性調査など、詳細な検討において、外部コンサルタント等への業務委

託が必要な場合、静岡市総合計画（実施計画）に係る事業提案や、予算要求等により、必要な予算を確

保します。 

Step 4-2 詳細な検討（ＰＦＩ導入可能性調査等）（※） 

事業所管課は、外部コンサルタントの活用等により、要求水準、リスク分担等の検討や、簡易な検討

で選択した事業手法を導入する場合と、従来型手法による場合の財政負担額等の比較など、ＰＰＰ／Ｐ

ＦＩ導入の適否に関する詳細な検討（ＰＦＩ導入可能性調査等）を行い、その結果をアセットマネジメ

ント推進課へ報告します。 

アセットマネジメント推進課は、事業所管課による検討結果を踏まえ、ＰＰＰ／ＰＦＩ導入の適否を

評価します。 

（※）詳細は「静岡市ＰＦＩガイドライン」を参照 

Step 5 ＰＰＰ／ＰＦＩ導入の決定（重要政策副市長協議・決裁）（※） 

事業所管課は、詳細な検討の結果、アセットマネジメント推進課による評価結果、及びＰＰＰ／ＰＦ

Ｉ導入の方針について、企画課、財政課に事前協議をした上で、重要政策副市長協議（企画局長、財政

局長、アセットマネジメント推進課が同席）へ付議します。 

重要政策副市長協議の結果を踏まえ、事業所管課は市長決裁により、ＰＰＰ／ＰＦＩ導入の方針を決

定します。 

（※）詳細は「静岡市ＰＦＩガイドライン」を参照 

ＰＰＰ／ＰＦＩ導入

適性あり

ＰＰＰ／ＰＦＩ導入

適性なし

ＰＰＰ／ＰＦＩを採用 従来型手法を採用
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Step 6 詳細な検討結果の公表 

（１）ＰＰＰ／ＰＦＩを採用する場合

事業所管課は、詳細な検討の結果（概要）を市ホームページ上で公表します。ただし、事業収支

の試算結果など、その後の入札や事業者提案に影響を及ぼす内容情報は非公開とします。

（２）従来型手法を採用する場合

アセットマネジメント推進課は、対象事業においてＰＰＰ／ＰＦＩを導入しない旨を、市ホームペ

ージ上で公表します。 

（４）静岡市ＰＰＰ／ＰＦＩ地域プラットフォームの活用 

アセットマネジメント推進課では、行政職員及び地元の民間事業者のＰＰＰ／ＰＦＩに関する知識・

ノウハウの習得（講演会）や、行政による事業説明・個別サウンディング（官民対話）等の場として、

静岡市ＰＰＰ／ＰＦＩ地域プラットフォームを運営しています。事業の進捗に合わせてご活用ください。 
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様式第１号 

第   号  

年 月 日  

アセットマネジメント推進課長 あて 

○○○○課長  

ＰＰＰ／ＰＦＩ優先的検討に係る簡易評価について（依頼） 

このことについて、次のとおり簡易評価をお願いします。 

記 

１ 事業名称 

２ 提出資料 

（１）ＰＰＰ／ＰＦＩ簡易評価調書（様式第２号） 

（２）ＰＰＰ／ＰＦＩ簡易評価調書記載の根拠（様式第３号） 

（３）簡易な検討の計算表（様式第４号） 

３ 担  当 
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様式第２号 

ＰＰＰ／ＰＦＩ簡易評価調書 

１ 事業名称等 

事業名称  

事業所管課  

２ 定性評価 

（１）事業概要 

整備区分 □新設 □改修 □耐震 □その他（            ） 

目的・事業内容  

施設概要  

実施場所  

敷地面積   ㎡ （ □土地取得済み  □土地未取得  □建替え ） 

施設面積（延床）    ㎡ 

（２）一括発注の適性

対象業務 
□設計 □建設 □供用開始準備 □維持管理 □運営  

□その他（                        ） 

効  果 

□複数の業務の相互関連による効率化 

□長期の事業期間を視野に入れた創意工夫 

□効果的、効率的な設計や維持管理・運営 

□その他（                        ） 

対象外業務 

（市が直接担う業務等） 

ＰＰＰ／ＰＦＩの評価 □適性あり   □適性なし 

特記事項 

（３）性能発注の適性

創意工夫を期待する部分  

効  果 

□民間事業者の創意工夫によるコスト削減 

□民間事業者の創意工夫によるサービスの質の向上 

□その他（                        ） 

性能発注が適さない部分 

（市の関与が必要な部分）

ＰＰＰ／ＰＦＩの評価 □適性あり   □適性なし 

特記事項 

（４）事業者の競争原理

事業者の状況 

□対象業務について、同業種の事業者が幅広く存在している 

□本事業と同等の実績を有する事業者が複数存在している 

□応募グループが複数組成される可能性がある 

□その他（                        ） 

特
殊
業
務

業務内容  

事業者の存在 

□応募グループの組成に影響はない 

□少数であり応募グループの組成に影響がある 

□その他（                        ） 

グループ組成に影響

がある場合の対応 

ＰＰＰ／ＰＦＩの評価 □適性あり   □適性なし 

特記事項 
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（５）スケジュール

事業進捗度 
□企画段階 □基本構想段階 □基本計画段階 

□基本設計段階 □実施設計段階 □その他（       ） 

供用開始までの必要期間 設計 か月 ／ 建設 か月 ／ 開業準備  か月 

供用開始予定 年  月（予定） 

ＰＰＰ／ＰＦＩの評価 □適性あり   □適性なし

特記事項 

（６）手法ごとの類似事例

事業名称 

事業手法  

特記事項 

事業名称 

事業手法  

特記事項 

事業名称 

事業手法  

特記事項 

事業名称 

事業手法  

特記事項 

事業名称 

事業手法  

特記事項 

ＰＰＰ／ＰＦＩの評価 □ＰＦＩ □ＤＢＯ □リース方式 □その他手法（      ） 

特記事項 

（７）補助金・起債

想定される補助金等 

充当に当たっての 

懸念事項 
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３ 定量評価 

４ ＰＰＰ／ＰＦＩの適性 

評価 □適性あり   □適性なし 

特記事項 

従来型手法 

（公共施設等の管理者等が自ら整備等を行う手法）

採用手法 

（候補となるＰＰＰ／ＰＦＩ） 

整
備
等

費
用

金額 億円 億円

算出根拠  削減率 ％ 

資
金
調
達

費
用

金額 億円 億円

算出根拠 起債金利 利率 ％ 起債金利 利率 ％ 

調
査
等

費
用

金額 －円 億円

算出根拠  アドバイザリー他 

税
金

金額 －円 億円

算出根拠  法人税等 

運
営
等

費
用

金額 億円 億円

算出根拠

民
間
の
利
益

・
配
当

金額 －円 億円

算出根拠  税引き後損益 

利
用
料

金
収
入

金額 億円 億円

算出根拠

財政負担額 億円 億円

合計 

（現在価値） 
億円 億円

財政支出削減率 

（ＶＦＭ） 
 ＶＦＭは  億円・  ％ 

その他 

（前提条件等） 
事業期間 年／割引率 ％ 

ＰＰＰ／ＰＦＩの評価 □適性あり   □適性なし 

特記事項 
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様式第３号 

ＰＰＰ／ＰＦＩ簡易評価調書記載の根拠 

（１）従来型手法による場合の費用（ＰＳＣ）の算定根拠

公共施設等の整備等（運営等を除く）

の費用  

資金調達に要する費用   

調査に要する費用   

公共施設等の運営等の費用   

利用料金収入   

（２）採用手法を導入した場合の費用の算定根拠

公共施設等の整備等（運営等を除く）

の費用  

公共施設等の運営等の費用   

資金調達に要する費用   

調査に要する費用  

税金  

民間事業者の適正な利益及び配当  

利用料金収入  

（３）その他の過程

事業期間  

割引率  
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様式第４号 
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様式第５号 

第   号  

年 月 日  

○○○○課長 あて 

アセットマネジメント推進課長  

ＰＰＰ／ＰＦＩ優先的検討に係る簡易評価結果について（回答） 

このことについて、次のとおり簡易評価をしたので回答します。 

記 

１ 事業名称 

２ 評価結果 

３ 担  当 


